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都市再生整備計画（第3回変更）



都市再生整備計画の目標及び計画期間

市町村名 地区名 面積 8.8 ha

平成 24 年度　～ 平成 28 年度 平成 24 年度　～ 平成 年度

目標

目標設定の根拠
まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

人/年 平成22年度 平成28年度

％ 平成22年度 平成25年度

　　市役所周辺のコミュニティー機能の再構築を図り、市民と行政が一体となった安全・安心な協働のまちづくりを推進します。
　　　 ①市民の交流、生涯学習の拠点としての機能の拡充
　　　 ②防災拠点や広域避難施設としての機能の拡充

・当市は平成16年度に東部町と北御牧村が合併して誕生し、現在、旧東部町県地区にある本庁舎が行政施設の中心的な役割を担っています。

・平成16年度に策定した第１次総合計画では、平成21年度に後期基本計画として見直しを行い、道路網の体系的整備を推進していくため、まちの骨格となる幹線道路の整備や改良を進めます。
・地域防災対策を推進していくために、災害からの復旧を迅速かつ円滑に行うための必要な施設等の整備を行うとともに、地域防災力の強化を図ることとしています。
・生涯学習のまちづくりの推進を進めていくために、市民の多様なニーズに対応した学習機会の拡充を図るとともに、生涯学習の拠点となる公民館などの学習環境を整え、市民誰もが生涯を通じて学習できるまちづくり環境の整備を進
めていくこととしています。

・平成20年度に策定した東御市都市計画マスタープランでは、「災害に強いまちづくり」を基本方針として掲げ、防災性の向上に配慮した計画的な市街地整備や建築物の耐震化を行い、防災機能の強化を図ることとしています。

・平成21年度に策定した東御市舞台が丘整備基本構想では、時代のニーズに合うように、「市民が利用しやすい市民本位の施設」、「高い防災機能を持った施設」、「市民が参加、交流できる施設」を基本方針として、本庁舎や市立図
書館、中央公民館など公共施設が集中している舞台が丘一帯の総合的な整備計画を進めています。

従前値 目標値

都道府県名 長野県 東御市
と　う　み

県地区
あがた

計画期間 交付期間 28

100

施設利用者数 中央公民館、子育て支援センターの利用者数
施設の改修を行い利用者が増加することによって、施設機能の拡
充を図れたと判断できます。

98,164

・中央公民館は、市民団体やサークル等の地域づくり自主活動の拠点として利用されていますが、施設が現在のニーズに応えられておらず、利用しやすい規模・設備等への改善要望が多く挙げられます。
・子育て支援センターは、利用者数に対しての施設規模が小さいことから恒常的に利用待機者が生まれており、また育児や発達障害児を支援していくための相談室が未整備であるため業務に支障をきたしています。
・計画区域一帯の公共施設は災害時の広域避難施設に指定されていますが、旧耐震基準で建築された建物が存在することから、耐震改修等による防災拠点としての機能の充実が求められています。

上記の事項から市役所周辺の公共施設のコミュニティー機能の再構築と、災害に強い安全・安心なまちづくりが求められています。

・少子高齢化が進む中で、積極的に若者の定住を図るなど定住人口の増加に結びつけていくために子育て支援策、生涯学習施策に関して魅力的なまちづくりを行っていきます。(第1次東御市総合計画後期基本計画)

・災害に強いまちづくりを実現するために、主要交通・通信機能の強化、市街地開発事業等による災害に強いまちづくり形成、並びに住宅、学校や病院等の公共施設等の構造物・施設、ライフライン機能の安全性の確保していきます。(東御市地域防災計
画)

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性

110,400

公共施設の耐震化率 耐震性能を有する公共施設割合
公共施設の耐震化を進めることによって、広域避難施設として防
災面における機能の拡充を図れたと判断できます。

44



都市再生整備計画の整備方針等

計画区域の整備方針

その他

○第１次東御市総合計画後期基本計画

　☆重点施策の基本方向
　
　　１　3.5万人から４万人が暮らす元気なまちづくり
　　２　安全・安心、元気なまちづくり
　　３　市民との協働による元気なまちづくり

　　★基本目標別計画

　　　１　さわやかな暮らしに結ぶまち
　　　２　活力を産業に結ぶまち
　　　３　健やかさ・安心を結ぶまち
　　　４　未来を担う火とを結ぶまち
　　　５　支えあい夢を結ぶまち

○東御市地域防災計画

　☆地震に強いまちづくり計画

　　１　地震に強い都市構造の形成
　　２　建築物等の安全化
　　３　ライフライン施設等の機能の確保
　　４　地質、地盤の安全確保
　　５　危険物施設等の安全確保
　　６　災害応急対応等への備え

方針に合致する主要な事業

整備方針１（市民の交流、生涯学習の拠点となるよう機能の拡充）
　利用者に優しく、また利用者のニーズに応えられる施設の改修を進めます。中央公民館においては講義棟を増築し、市民本位の生涯学習の実践拠点
作りを推進します。また、子育て支援センターの改修、市民交流広場の整備により施設機能が充実することによって協働のまちづくりを推進します。

・市民交流広場整備事業（基幹事業：地域生活基盤施設）
・中央公民館改修事業（基幹事業：高次都市施設）
・子育て支援センター改修事業（提案事業）
・子育て講習会(提案事業)
・市民大学講座(提案事業)

整備方針２（防災拠点や広域避難施設としての機能の拡充）
　旧耐震基準で建築された建物が多いため、東日本大震災を教訓に市役所周辺施設（中央公民館、子育て支援センター）の耐震化を進めます。また、災
害時に基幹となる道路の整備や多目的利用が図れる市民交流広場、駐車場の整備を推進していきます。

・県・東深井線道路改築事業（基幹事業：道路）
・市民交流広場整備事業（基幹事業：地域生活基盤施設）
・中央公民館改修事業（基幹事業：高次都市施設）
・子育て支援センター改修事業（提案事業）
・市役所庁舎増改築事業（関連事業）
・勤労者会館改築事業（関連事業）
・中央公民館(行政施設部分）改修事業(関連事業）



交付対象事業等一覧表

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費

道路 東御市 直 L=326.5m　W=11.5m H24 H28 H24 H28 1,335.8 1,335.8 1,335.8 1,335.8

公園

古都及び緑地保全事業

河川

下水道 －

駐車場有効利用システム －

地域生活基盤施設 東御市 直 A=1,150㎡ H25 H25 H25 H25 44.1 44.1 44.1 44.1

高質空間形成施設 －

高次都市施設 東御市 直 建物3,031㎡分 H24 H28 H24 H28 917.1 802.8 802.8 802.8

既存建造物活用事業

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

地区再開発事業

バリアフリー環境整備促進事業

優良建築物等整備事業

拠点開発型

沿道等整備型

密集住宅市街地整備型

耐震改修促進型

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

合計 2,297.0 2,182.7 2,182.7 2,182.7 …A

提案事業
（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費
東御市 直 建物528.4㎡ H24 H28 H24 H28 168.4 141.1 141.1 141.1

－

－

東御市 直 － H26 H28 H26 H28 1.3 1.3 1.3 1.3

東御市 直 － H26 H28 H26 H28 3.3 3.3 3.3 3.3

合計 173.0 145.7 145.7 145.7 …B
合計(A+B) 2,328.4

（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度
東御市 建物8,095㎡ ○ 23 24 2,223

東御市 建物872㎡ ○ 23 24 152

東御市 建物335㎡分 ○ 24 28 111.1

合計 2,486.1

交付対象事業費 2,328.4 交付限度額 931.3 国費率 0.4

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

細項目 うち民負担分
県・東深井線

－

－

市民交流広場

－

中央公民館

住宅市街地総合整
備事業

0

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

細項目 うち民負担分

 地域創造支援事業

子育て支援センター改修事業 子育て支援センター

事業活用調査
－

－

まちづくり活動推進
事業

子育て講習会 －

市民大学講座 －

0

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模
（いずれかに○） 事業期間

全体事業費

市役所庁舎増改築事業 本庁舎

勤労者会館改築事業 勤労者会館

中央公民館(行政施設部分)改修事業 中央公民館



都市再生整備計画の区域

　　県
あがた

地区（長野県東御市
　と　う　み

） 面積 8.8 ha 区域 東御市
と　う　み

県
あがた

の一部



施設利用者数 （人/年） 98,164 （　２２年度） → 110,400 （　２８年度）

公共施設の耐震化率 （　％　） 44 （　２２年度） → 100 （　２５年度）

（　　　　） （　　　年度） → （　　　年度）

　県
あがた

地区（長野県東御
とう　み

市）　整備方針概要図

目標
市役所周辺のコミュニティー機能の再構築を図り、市民と行政が一体となった安

全・安心な協働のまちづくりを推進します。

代表的な

指標

○関連事業

市役所庁舎増改築事業

○関連事業

勤労者会館改築事業

■基幹事業 地域生活基盤施設

市民交流広場

■基幹事業 道路

県・東深井線

■基幹事業 高次都市施設道路

中央公民館

○関連事業

中央公民館

□提案事業 まちづくり活動推進事業

市民大学講座

□提案事業 まちづくり活動推進事業

子育て講習会

□提案事業 地域創造支援事業

子育て支援センター

基幹事業

提案事業

関連事業

凡 例
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